
◎新規・額改定（増額）

事由 申告期限 支給の始期 必要書類

①     出生したとき

　　【第１子：新規】

 (第１子：新規)

 ･世帯全員の住民票

 ･所得証明書

（※①：欄外参照）

　　【第２子以降：額改定】 (第２子以降：額改定)

 ･世帯全員の住民票

② 主たる扶養者となったとき

　　【新規】

事由発生日の属する月末

（月末近くに事由が発生した場

合は、事由発生日の翌日から１

５日以内）

事由発生日の属する月の翌月分

から

③ 他府県及び市町村職員、国家公務員

が人事異動又は採用されたとき 【新規】

事由発生日（転入日）から１５

日以内

事由発生日の属する月分から

④ 組合専従職員、公益法人等に派遣さ

れていた職員が職場復帰したとき　 【新規】

事由発生日の属する月末

⑤ 市区町村で受給していた者が新規採用

されたとき　【新規】 事由発生日（新規採用日）の

属する月末

⑥ 海外日本人学校に派遣されていた職員

が帰国し、職場復帰したとき　 【新規】

事由発生日（住民票転入日）

の属する月末

（児童が海外で出生した場合

は、事由発生日の翌日から１５

日以内）

事由発生日の属する月の翌月分

から

 ･世帯全員の住民票

･所得証明書（※①）

（所得証明書が取得できない

場合は、その旨を申立書に記

入の上、添付すること）

◎消滅・額改定（減額）

事由 必要書類

⑨支給対象の児童がいなくなったとき(死亡

等)
･住民票等

⑩主たる扶養者でなくなったとき(離婚等) ･戸籍謄本等

⑪ 海外日本人学校に派遣されたとき ･転出日が記載された 住民票

等

⑫公益法人等へ派遣されたとき ･資格喪失のわかる書類

⑬公立学校共済組合員資格（長期給

付）を失ったとき
･資格喪失のわかる書類

◎変更

※① 所得証明書は、申告者本人と配偶者分を添付してください。ただし、申告者本人の所得証明書に「同一生計配偶者有」、「配偶者控除」又

は「特別配偶者控除」の記載がある場合、配偶者の所得証明書の添付を省略できます。

※①所得証明書は、ひとり親世帯の場合も提出を省略することができますが、その旨を記載した申立書を別途提出してください。

※② 従来受給分の消滅を証する書類を申告期限までに取得できない場合は、それ以外の書類を先に提出したうえで、その旨をお知らせください。

③ 上記書類のほか、教育長が必要と認める書類を添付していただく場合があります。

⑯支給対象の児童の氏名・カナ等申告内容に誤りがあったとき

⑰支給対象児童と別居するようになった、又は、同居するようになったとき

（主たる扶養者が変わらない場合）

事由発生日の属する月分まで

･戸籍謄本又は住民票等証明する書類

 なし

･児童の住民票

・申立書（理由が単身赴任以外の場合）

事由 必要書類

⑭受給口座を変更したいとき＜申告者本人名義＞　〔支給月の前月１４日まで〕  なし

⑮支給対象の児童が改姓したとき

事由発生日の属する月分まで

○退職等消滅事由の発生により県教育委員会から不支給となる職員で、引き続き児童手当の受給要件を満たしている場合は、異動日(退職日)

から必ず１５日以内に住所地の市区町村（公務員の場合は、人事異動又は採用された勤務先）で認定請求を行って下さい。

･世帯全員の住民票

･所得証明書（※①）

･従来受給分の消滅時期を証

する書類

（※②：欄外参照）

⑧大学生年代の子の経済的負担が終了したとき 「監護相当・生計費の負担変更についての申立書」

※様式は県教委HPに掲載

§ 児童手当　申告事由別支給の始期等及び必要書類 §

出生日の属する月末

（月末近くに出生した場合は、出

生日の翌日から１５日以内）

出生日の属する月の

翌月分から

事由発生日の属する月の翌月分

から

・養育している子の合計が３人以上でその中に大学生年代の子がいるとき

支給の終期

事由発生日の属する月分まで

事由発生日の属する月分まで

事由発生日(転出予定日)の属する月分まで

⑦養育している子の合計が３人以上で、その中に大学生年代の子がいて、その

子について経済的負担があるとき

「監護相当・生計費の負担の確認書」

※様式は県教委HPに掲載


